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「外国人受入れの現状と課題 選ばれる国を目指して」
（資料２）
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団体概要
名称（日本語） 公益社団法人 国際人材革新機構

（略称：iforce アイフォース)

名称（英字） Innovative Organization for Human Resource Cultivation and 
Encouragement

設立日 2011年11月11日

活動目的 開発途上国の経済発展、 国際相互理解の促進及び我が国の社会と産業の健全な
発展を図り、 もって、 広く公益に寄与することを目的とする。

活動内容 ・国際人材の育成、教育、雇用創出支援（職業紹介等）
・企業の海外事業展開支援等

事業
・開発途上国の人材育成 / 紹介事業・企業の経営支援及び海外進出支援事業
・社会における雇用創出支援事業・外国人の適正受入れ事業 ・外国人の技能水準
確保事業 ・外国人採用支援事業 ・オンライン日本語教育事業

拠点 本部（東京都台東区）
支部・支所・拠点等（札幌、旭川、仙台、東京、名古屋、大阪、岡山、熊本、鹿児
島、マニラ、ハノイ）
教育・研修センター（iforce Japanese Language Center：千葉県柏市、岡山
県岡山市）

提携国数 １０カ国
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外国人受入れの現状と課題 アジェンダ

■他国の人材獲得、日本からの人材獲得のハードル、課題

■企業の受入れ整備等における課題

■人材の教育・育成における課題

■第三者機関における課題

■国交省による取り組みの参考
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他国の人材獲得、日本の人材獲得へのハードル、課題
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韓国、台湾における外国人受入れの取り組み
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■韓国（新興市場に先手）
→最近はカンボジアからの人材受入れに積極的。雇用許可制（公的機関を軸とした

受入）制度に則り、各職業が日本よりも給料が高い
→製造業、造船産業、小売業、タクシー・バス業、介護保健関連事業での人材不足

が深刻で、2023年は過去最高11万人の受け入れを予定
→雇用許可制（一般）の元最大9年8ヶ月間働くことが可能
→TOPIK（韓国語能力試験）は、今年の志願者は40万人以上

■台湾（開かれた社会ー政治もアピール）
→すでに外国人介護人材は現在約22.3万人。アジア初の同性婚など「多様性と寛

容性をアピール」
→台湾総統が「 ｢より多様･多文化で､より良い台湾にしてくれた移民のみなさんに

感謝します｣国際移民デーにSNS発信。とにかく外国人に台湾で受入れ、働くこ
とにポジティブな発信をしている。特に介護士については国民全体が受け入れ
に寛容かつ積極的になっている

→給料は日本より低いものの、手当等もいくつかあり、手取りはあまり変わらないと
いう意見も

→最大12年間の滞在が可能、15年にする動きも

今まで以上に受入れ人数枠を増加、積極的な受け入れを推進（様々問題があるものの）



Copyright © iforce All rights Reserved.

ドイツの外国人人材受入れの取り組み
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■EU域内で東欧などの外国人人材を獲得してきたが、英国など他のEU先進諸国
との競争の激化により、ベトナム、フィリピン、インドネシア等アジアからの人材
の獲得に動いている

■ベトナムや中国等と協定を結び、現地の看護養成学校のプログラムにドイツ
の介護士育成のカリキュラムを組み込むほか、ドイツ語学習プログラムを導入

■アジアの外国人人材は、ドイツの養成学校に入学させ専門的なスキルを習得し
て資格取得を目指すほか、ドイツでの生活に適応するための文化プログラムや
生活サポートを積極的に組み込むなど制度化している。育成の段階から支援
することで、ドイツで就労する外国人労働者の確保と定着を目指している

■ASEAN等の看護師を、ドイツのヘルスケア分野に受け入れる「トリプル・ウィ
ン・プロジェクト（“Triple Win” project）」（2012年）が立ち上げられている。今まで
でフィリピン2,000人、ベトナム1,900人、タイ1,000人、インドネシア600人等が就
労している

ASIA、ASEAN地域からの積極的な受け入れを推進



Copyright © iforce All rights Reserved.

他国との最低賃金比較

出所： 各国の情報を元に作成
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個人で行う募集・紹介人
（例:500~1000USD）

知人・友人
（例:500~700USD）

日本語学校、訓練校
学費（150~300USD/月）
数ヶ月~1年以上学ぶ

送出機関の募集
（人、SNS等）

技能実習生の支払い費用に関する実態調査について（出入国在留管理庁 R4.7）

送出機関 監理団体 実習実施者

隠れた手数料発生などのスキーム

💰実質経済的負担

違法な送出機関 違法な監理団体

手数料、教
育費、寮費
等

キックバック
がある場合
(500~1500USD/
人)

キックバック
があ場合
(500USD~/人)

是正に“手”を入れにくいところに発生している

違法な企業
実習実施者
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企業の受入れの整備等における課題
人材の教育・育成における課題
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レ
ベ
ル
ア
ッ
プ

特定
技能
１号

特定
技能
２号

キャリアパス・プランをどう考えているか

レベル5

（5〜10年）

レベル4

（5〜9年）

レベル3

（3〜4年）

レベル2

（3〜4年）

レベル1

（1〜3年）

レベル
工場、店舗

接客、調理、管理

工場長、店長等

接客、調理、衛生管理担当者等

製造、調理・加工担当者等

サブリーダー等

チーフリーダー等

ライン長、部門長等

各企業で具体性を持ったキャリアパス・プランを用意しているか。またそのための教育、
評価等も考えているか

◆企業内で、より「具体性」

を持ったキャリアパス、評
価制度などがあるか

外国人にもわかりやすく
なっているか

◆経験年数だけで昇進するわ
けではない

どうしたら昇進するのか、
などある程度明確に示する
ことが必要
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出所：厚生労働省 技能実習生の実習実施者に対する監督指導、送検等の状況（令和４年）

主な違反事項への対策

11

特に労働時間については、分野特有に感じる。分野として是正に取り組めることはないか
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①日本語

②日本での生活一般に関する知識

③出入国又は労働に関する法令の規定に違反していることを知ったときの対応方法
その他技能実習生の法的保護に必要な情報
※企業単独型技能実習の場合を除き、申請者（実習実施者）又は監理団体の職員
以外の専門的な知識を有する外部講師が講義を担当すること。

④①から③のほか、日本での円滑な技能等の修得等に資する知識

安全管理、衛生・健康管理（メンタルヘルス含）、保健教育、５S教育等

来日前の教育も含めて、コンテンツを制作し、必須講習化するなどの措置も良い取り
組みであると考える

事前及び入国後の講習（日本語教育、専門教育）の課題

12

具体的な内容は個々の監理団体
に任せている

日本語、そのほかの教育は「時間数」のみ問われている、コンテンツの良し悪しは問わ
れていない
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日本語教育の不足について

（出所）出入国在留管理庁「特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（概要）」

特定技能外国人の日本語能力の不足により、日々の業務や中長期のキャリア形成に
支障が出ているケースは多い。
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日本語教育の不足について

出所：出入国在留管理庁「特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（概要）」

日本語を学びたい特定技能外国人にとって、日本語を学ぶ機会が少ない（特に地
方ではその傾向が顕著）。
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日本語教育の不足について

出所：文化庁「令和４年度日本語教育
実態調査」

特に地方では日本語講師数が不足。日本全国で見ても、日本語教育の担い手はボランティア
に依存しているのが現状。今後の更なる外国人材受入れを見据えると心許ない。
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日本語教育の不足について

出所：出入国在留管理庁「技能実習制度及び特定技能の在り方に関する有識者会議（第10回）」資料

カバーするレベル的にも地域の日本語教室に頼るのは限界がある。

今後の更なる受入れを見据えると、量の面でも質の面でも限界に。
業界として何らかの取組が必要ではないか？
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第三者機関における課題
（悪質な各機関をどうチェックし、取り締まるか）
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個人で行う募集・紹介人
（例:500~1000USD）

知人・友人
（例:500~700USD）

日本語学校、訓練校
学費（150~300USD/月）
数ヶ月~1年以上学ぶ

送出機関の募集
（人、SNS等）

技能実習生の支払い費用に関する実態調査について（出入国在留管理庁 R4.7）

送出機関 監理団体 実習実施者

隠れた手数料発生などのスキーム（再掲）

💰実質経済的負担

違法な送出機関 違法な監理団体

手数料、教
育費、寮費
等

キックバック
がある場合
(500~1500USD/
人)

キックバック
があ場合
(500USD~/人)

是正に“手”を入れにくいところに発生している

違法な企業
実習実施者
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もっと十分なチェック機能が必要と考える特定技能

自由度の高いSNSにより情報が混在し、フィルタリングが難しい

来日後

悪質な登録支援機関

違法な職業仲介人

（国内外、元実習
生等含） 登録支援機関

特定技能所属機関悪質な特定技能所属機関

情報を取得

求人情報を投稿

就職先の斡旋違法な提案、
支援

悪質な登録支援機関及び悪質な特定技能所属機関

・「労務管理費」等の名目で、支援料を本人の給料から引いている、

またそれを提案する登録支援機関、、、

・人員体制等が不十分なまま「在留関係申請のみ」を行いフォローをしない等etc….

支援料、紹介料

現地からのつながりによる引き抜き、失踪

適正な提案、
支援

特定技能

19
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・その他課題・問題、事例

特定技能外国人本人（元留学生）
（農業分野で就労中）

個別農家へ人材を紹介

本人の意向で、、、
飲食料品製造分野への転職（試験合格後）
農家と雇用契約を解除、転職活動

日本語学校系の登録支援機関

悪質な登録支援機関

最初採用を出したと通知
が来たが、後にキャンセ
ルになったと通知

支援契約？支援？

本人はどこからもサポート
を受けることができない状態

で宙ぶらりんに

？？

？？

？？

？？

？？

企業側の事由（倒産や急な採用のキャンセル等）による事象に対して、分野・業界
としてのサポート、業界の深いつながりを活用した、外国人人材保護のためのハ
ローワーク的措置等の必要性

転籍、転職の促進や手続きのタイミングで起こりうる問題

手続きに対して時間がかかる（在留資格変更申請やそれに関連
する必要書類等）ことにより、雇用契約締結の時間差等により、
就労期間のストップなどによる問題の発生

友人？の伝手で登録支
援機関に転職を依頼

20
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国交省における取り組みの参考
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国交省の取り組みによる参考（受入企業への取り締まり）
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国交省の取り組みによる参考
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国交省の取り組みによる参考
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国交省の取り組みによる参考
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国交省の取り組みによる参考
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国交省の取り組みによる参考
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国交省の取り組みによる参考
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国交省の取り組みによる参考
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国交省の取り組みによる参考
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国交省の取り組みによる参考
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国交省の取り組みによる参考
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「選ばれる国」を目指して

33

◆他国と比較しても負けないように、「受入れ国→選ばれる国へ」の多様性を
受け入れる寛容さと、実質的な本人の負担（手数料等）をなるべく緩和する

◆日本人と同等の賃金の設定、キャリア形成システムとその評価とリターン
など明確にして外国人にとってもわかりくキャリア形成が可能な機会ある
組織づくりを目指す

◆ （外国人だからこそ）適正な教育・育成プログラムの提供、開発

◆悪質な機関のチェック、排除、業界総体としての規範・ガイドラインの設定
と各種支援を行う

◆一緒に働く日本人社員が外国人のことをもっとも理解できるような多様性を
持った企業体となることが大切

様々な課題は必ず発生するが、真摯に課題に取り組むこと（完璧でなくても）
で、日本での就労の魅力は必ず高い評価となる
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公益社団法人 国際人材革新機構
（iforce）

HP: https://www.iforce.or.jp
E-Mail: info@iforce.or.jp

Tel:03-6435-3021

http://www.iforce.jp/
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